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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、第164期第２四半期連結会計期間においては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第163期

第２四半期連結
累計期間

第164期
第２四半期連結

累計期間

第163期
第２四半期連結

会計期間

第164期 
第２四半期連結 

会計期間
第163期

会計期間
１月１日 

６月30日 

自  平成22年

至  平成22年
１月１日 

６月30日 

自  平成23年

至  平成23年
４月１日 

６月30日 

自  平成22年

至  平成22年
４月１日 

６月30日 

自  平成23年

至  平成23年
１月１日 

12月31日 

自  平成22年

至  平成22年

売上高 (百万円) 59,565 62,003 29,697 30,006 118,319 

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) 3,966 2,752 1,378 △299 7,215 

四半期 (当期) 
純利益又は 
四半期純損失（△） 

(百万円) 2,190 1,284 757 △321 4,303 

純資産額 (百万円) － － 54,252 56,931 56,155 

総資産額 (百万円) － － 113,300 106,974 108,362 

１株当たり純資産額 (円) － － 612.77 644.98 634.36 

１株当たり四半期 
(当期)純利益又は 
四半期純損失（△） 

(円) 28.76 16.86 9.94 △4.22 56.51 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 41.2 45.9 44.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,595 6,149 － － 6,684 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,327 △3,611 － － △9,534

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,615 △1,454 － － △1,462

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) － － 738 1,816 734 

従業員数 (人) － － 1,128 1,119 1,114 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。 

  
(2) 提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成23年６月30日現在

従業員数(人) 1,119（326）

 平成23年６月30日現在

従業員数(人) 667（83）
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第２ 【事業の状況】 

当社グループにおいては、当社及び連結子会社が営むガスセグメントが、生産、受注及び販売活動の中

心となっております。 

このため、以下はガスセグメントについて記載しております。 

(1) 生産実績 

ガスの生産実績は次のとおりであります。 

 
(注) ガス量は１ｍ3当たり45MJ換算し、表示単位未満を四捨五入して表示しております。 

  

(2) 受注状況 

ガスについては、その性質上、受注生産は行っておりません。 

(3) 販売実績 

ガスは、導管を通じ直接お客さまに販売しております。また、他のガス事業者に卸販売しておりま

す。 

 
(注) １  「お客さま数」は、期末取付メーター数を記載しております。 

２  「お客さま数」には、卸販売先のお客さま数は含みません。 

３  販売量は１ｍ3当たり45MJ換算し、表示単位未満を四捨五入して表示しております。 

４  上記数値は、セグメント間の内部取引を含んでおります。 

５  主要な販売先として、国際石油開発帝石㈱へ卸販売をしております。同社への前第２四半期連結会計期間に

おける販売実績は90百万ｍ3、総販売実績に対する割合は25.9％であり、当第２四半期連結会計期間における

販売実績は92百万ｍ3、総販売実績に対する割合は25.8％であります。 
  

なお、当社グループのガス事業セグメントは、上記のほか、ＬＮＧの販売を行っております。 

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

区分 至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日

生産量(百万ｍ3) 前年同四半期比（％）

ガス 359 102.5 

区分 至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日

数量(百万ｍ3) 前年同四半期比（％） 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

ガ
ス
販
売
実
績 

家庭用 25 97.6 5,265 98.6 

業務用その他 331 103.6 19,313 101.6 

計 357 103.2 24,579 101.0 

お客さま数 340,470戸 99.7 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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（1）経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間の売上高は、ガス販売量の増加等により、前年同四半期に比べ1.0％増の

30,006百万円となりました。 

一方、費用面では、原料価格の上昇等により売上原価が前年同四半期に比べ9.7％増の24,429百万円

となり、売上高を上回る伸びとなりました。 

この結果、営業損益は442百万円の損失、経常損益は299百万円の損失、四半期純損益は321百万円の

損失となりました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

なお、下記のセグメント別業績数値には、セグメント間の内部取引を含んでおります。 

①ガス 

ガス販売量は、工業用で新規大口物件の開拓が進んだことや既存需要家設備の稼動が増加したこと

などから、前年同四半期に比べ3.2％増の357百万ｍ3となりました。 

ガス売上高は、ガス販売量の増加や原料費調整制度によるガス販売単価の上方調整等により25,901

百万円となりました。 

一方、費用面では、原料価格の上昇や原料使用量の増加等により売上原価が増加したことなどか

ら、営業利益は70百万円となりました。 

②ＬＰＧ・その他エネルギー 

ＬＰＧ販売は、販売量の減少等により売上高は2,834百万円となり、営業利益は293百万円となりま

した。 

③その他 

設備工事売上の減少等により売上高は2,395百万円となり、営業損益は76百万円の損失となりまし

た。 

  

（2）財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は106,974百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,388

百万円減少しました。固定資産は前連結会計年度末に比べ1,988百万円減の87,350百万円となりまし

た。静浜幹線関連への投資を行う一方で、既存設備の減価償却が進みました。また、流動資産は前連結

会計年度末に比べ600百万円増の19,623百万円となりました。消費税等の還付などによりその他流動資

産が減少する一方で、現金及び預金等が増加しました。 

負債は50,043百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,163百万円減少しました。原料代金決済のタ

イミング等により買掛金が減少し、また、長期借入金が減少しました。 

純資産は56,931百万円となり、前連結会計年度末に比べ775百万円増加しました。四半期純利益の計

上により利益剰余金が増加しました。 

この結果、自己資本比率は45.9％となりました。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期

連結会計期間末に比べ5,843百万円減の1,816百万円となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金は343百万円の支出（前年同四半期は359百万円の支出）となりました。これ

は、減価償却前利益は2,731百万円となりましたが、原料代金決済のタイミング等により仕入債務が

減少したことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金は1,739百万円の支出（前年同四半期は520百万円の支出）となりました。これ

は、ガス導管網の拡張・整備等の設備投資を行ったことなどによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金は3,760百万円の支出（前年同四半期は220百万円の収入）となりました。これ

は、借入金の返済が進んだことなどによるものであります。 

  

 
  

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

（5）研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は９百万円であります。 

  

  
至  平成22年６月30日)

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日

至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △359 △343

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △520 △1,739

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 220 △3,760

現金及び現金同等物の 
四半期末残高 

(百万円) 738 1,816 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000 

計 240,000,000 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 76,192,950 76,192,950 
東京証券取引所 
市場第一部

単元株式数  500株

計 76,192,950 76,192,950 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日 

― 76,192,950 ― 6,279 ― 4,098 
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(6) 【大株主の状況】 

平成23年６月30日現在 

 
(注) １ 「みずほ信託銀行株式会社退職給付信託みずほコーポレート銀行口再信託受託者資産管理サービス信託銀行

株式会社」の持株数2,820千株については、委託者である株式会社みずほコーポレート銀行が議決権の指図権

を留保しております。 

２ 平成23年４月22日付で次の法人から大量保有報告書（報告義務発生日平成23年４月15日）が提出されており

ますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。 

 なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,160 6.77 

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 4,687 6.15 

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸一丁目５番20号 4,000 5.24 

鈴与商事株式会社 静岡県静岡市清水区入船町11番１号 3,491 4.58 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,318 4.35 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 3,203 4.20 

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 3,000 3.93 

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託み
ずほコーポレート銀行口 
再信託受託者資産管理サービス信託銀行
株式会社 (注)１ 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,820 3.70 

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町一丁目10番地 2,682 3.52 

鈴与株式会社 静岡県静岡市清水区入船町11番１号 2,543 3.33 

計 ― 34,905 45.81 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 2,820 3.70 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 748 0.98 

新光投信株式会社 東京都中央区日本橋一丁目17番10号 261 0.34 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年６月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成23年６月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価であります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期報告書提出日までに、役員の異動はありません。

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 51,000

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式

76,107,500 
152,215 ―

単元未満株式 
 

普通株式 34,450 ― 一単元 (500株) 未満の株式

発行済株式総数 76,192,950 ― ―

総株主の議決権 ― 152,215 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
静岡瓦斯㈱ 

静岡県静岡市駿河区八幡
一丁目５番38号 51,000 ― 51,000 0.06 

計 ― 51,000 ― 51,000 0.06 

２ 【株価の推移】

月別
平成23年 
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 513 505 525 517 509 455 

最低(円) 469 463 352 452 436 414 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）及び「ガス事業会計規則」（昭和29年

通商産業省令第15号）に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則及びガ

ス事業会計規則に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及

び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則及びガス事業会計規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４

月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年

６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

固定資産   

有形固定資産   

製造設備 27,043 29,291

供給設備 31,488 32,951

業務設備 3,855 3,981

その他の設備 4,679 4,940

建設仮勘定 4,595 3,385

有形固定資産合計 ※1  71,662 ※1  74,550

無形固定資産 2,049 1,580

投資その他の資産   

投資有価証券 6,752 7,239

長期貸付金 4,514 3,811

繰延税金資産 1,659 1,544

その他投資 957 859

貸倒引当金 △245 △246

投資その他の資産合計 13,638 13,208

固定資産合計 87,350 89,339

流動資産   

現金及び預金 1,839 756

受取手形及び売掛金 9,586 8,989

商品及び製品 353 305

原材料及び貯蔵品 5,144 4,573

繰延税金資産 840 831

その他流動資産 1,913 3,625

貸倒引当金 △55 △58

流動資産合計 19,623 19,023

資産合計 106,974 108,362
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

固定負債   

長期借入金 28,078 29,248

繰延税金負債 8 19

退職給付引当金 2,750 2,941

ガスホルダー修繕引当金 204 196

負ののれん 608 725

その他固定負債 551 674

固定負債合計 32,200 33,807

流動負債   

1年以内に期限到来の固定負債 7,903 6,882

買掛金 3,907 5,083

短期借入金 1,025 1,586

未払金 1,191 957

未払法人税等 1,657 1,056

賞与引当金 447 447

その他流動負債 1,709 2,384

流動負債合計 17,842 18,399

負債合計 50,043 52,206

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,279 6,279

資本剰余金 4,589 4,589

利益剰余金 36,697 35,718

自己株式 △26 △26

株主資本合計 47,540 46,560

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,573 1,753

繰延ヘッジ損益 △2 △12

評価・換算差額等合計 1,570 1,741

少数株主持分 7,820 7,853

純資産合計 56,931 56,155

負債純資産合計 106,974 108,362
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 59,565 62,003

売上原価 43,614 47,331

売上総利益 15,950 14,671

供給販売費及び一般管理費 ※1  12,048 ※1  12,044

営業利益 3,902 2,627

営業外収益   

受取利息 34 50

受取配当金 92 85

負ののれん償却額 122 117

雑収入 164 195

営業外収益合計 413 448

営業外費用   

支払利息 335 298

雑支出 13 24

営業外費用合計 349 323

経常利益 3,966 2,752

特別利益   

固定資産売却益 － 77

投資有価証券売却益 1 －

移転補償金 73 －

特別利益合計 75 77

特別損失   

固定資産売却損 2 －

投資有価証券評価損 10 233

特別損失合計 13 233

税金等調整前四半期純利益 4,028 2,595

法人税等 1,457 910

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,685

少数株主利益 380 401

四半期純利益 2,190 1,284
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 29,697 30,006

売上原価 22,266 24,429

売上総利益 7,430 5,576

供給販売費及び一般管理費 ※1  6,139 ※1  6,019

営業利益又は営業損失（△） 1,290 △442

営業外収益   

受取利息 19 27

受取配当金 90 83

負ののれん償却額 59 58

雑収入 97 132

営業外収益合計 267 302

営業外費用   

支払利息 169 148

雑支出 10 10

営業外費用合計 180 159

経常利益又は経常損失（△） 1,378 △299

特別利益   

固定資産売却益 － 77

投資有価証券売却益 1 －

移転補償金 73 －

特別利益合計 75 77

特別損失   

投資有価証券評価損 10 14

特別損失合計 10 14

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,443 △235

法人税等 505 △94

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △141

少数株主利益 180 179

四半期純利益又は四半期純損失（△） 757 △321
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,028 2,595

減価償却費 6,347 5,874

負ののれん償却額 △122 △117

有形固定資産除却損 33 29

投資有価証券評価損益（△は益） 10 233

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △3

退職給付引当金の増減額（△は減少） △199 △191

ガスホルダー修繕引当金の増減額（△は減少） 15 7

賞与引当金の増減額（△は減少） 5 △0

受取利息及び受取配当金 △126 △135

支払利息 335 298

有形固定資産売却損益（△は益） 2 △77

投資有価証券売却損益（△は益） △1 －

売上債権の増減額（△は増加） △2,540 △595

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,859 △616

仕入債務の増減額（△は減少） △4,634 △1,244

未払又は未収消費税等の増減額 △1,739 966

その他 △724 △776

小計 △2,169 6,245

利息及び配当金の受取額 127 135

利息の支払額 △341 △303

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,212 70

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,595 6,149

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △19 △13

定期預金の払戻による収入 22 13

有形及び無形固定資産の取得による支出 △4,681 △3,770

有形及び無形固定資産の売却による収入 5 83

投資有価証券の取得による支出 △19 △2

投資有価証券の売却による収入 11 －

貸付けによる支出 △900 △810

貸付金の回収による収入 114 106

工事負担金等受入による収入 272 23

その他 865 758

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,327 △3,611

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,830 △561

長期借入れによる収入 3,150 2,150

長期借入金の返済による支出 △3,046 △2,299

配当金の支払額 △304 △308

少数株主への配当金の支払額 △13 △434

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,615 △1,454

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,308 1,082

現金及び現金同等物の期首残高 5,046 734

現金及び現金同等物の四半期末残高 738 1,816
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  
【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  
【簡便な会計処理】 

  

 
  
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）

を適用しております。 

この変更による損益への影響はありません。 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られる場合に、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２  たな卸資産の評価方法 

たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。 

３  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益（累計期間）に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

― 17 ―



  
【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年12月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額は175,224百万円

であります。 

※１  有形固定資産の減価償却累計額は170,080百万円

であります。 

２  保証債務は次のとおりであります。 

下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務

保証を行っております。 

静浜パイプライン㈱ 2,635百万円

２  保証債務は次のとおりであります。 

下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務

保証を行っております。 

静浜パイプライン㈱ 1,960百万円

(自  平成22年１月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１  このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

給料 2,434百万円

減価償却費 3,433百万円

賞与引当金繰入額 403百万円

退職給付費用 316百万円
 

※１  このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

給料 2,475百万円

減価償却費 3,269百万円

賞与引当金繰入額 402百万円

退職給付費用 338百万円

(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間

※１  このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

給料 1,223百万円

減価償却費 1,728百万円

賞与引当金繰入額 403百万円

退職給付費用 159百万円

※１  このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

給料 1,228百万円

減価償却費 1,666百万円

賞与引当金繰入額 402百万円

退職給付費用 170百万円

(自  平成22年１月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 764百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△25 

現金及び現金同等物 738 
 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,839百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△22 

現金及び現金同等物 1,816 
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自  平成23年１月１

日  至  平成23年６月30日） 

１  発行済株式に関する事項 

 
  
２  自己株式に関する事項 

 
  
３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
  

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 76,192,950 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 51,225 

決議 株式の種類
(百万円) 

配当金の総額 １株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月24日 
定時株主総会 

普通株式 304 4.0 平成22年12月31日 平成23年３月25日 利益剰余金

決議 株式の種類
(百万円) 

配当金の総額 １株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月４日 
取締役会 

普通株式 342 4.5 平成23年６月30日 平成23年９月１日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

   

 
(注) 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

 
   

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日) 

   

 
(注) 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

 
  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）並びに前第２四半期連

結累計期間（自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当する事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）並びに前第２四半期連

結累計期間（自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日） 

海外売上高がないため該当する事項はありません。 
  

 ガス  
ＬＰＧ・その
他エネルギー

その他 計
消去 

又は全社 
 連結

 (百万円)  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)  (百万円)

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 25,399 2,787 1,510 29,697 ― 29,697

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

183 70 1,360 1,614 (1,614) ―

計 25,583 2,857 2,871 31,312 (1,614) 29,697

営業利益又は 

営業損失(△) 
1,826 247 △43 2,030 (740) 1,290

事業区分 主要な製品

ガス ガス、ＬＮＧ 

ＬＰＧ・その他エネルギー ＬＰＧ、オンサイト・エネルギーサービス 

その他 ガス工事、ガス機器、リフォーム事業、事務機器等のリース 

 ガス  
ＬＰＧ・その
他エネルギー

その他 計
消去 

又は全社 
 連結

 (百万円)  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)  (百万円)

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 50,064 5,931 3,569 59,565 ― 59,565

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

374 167 2,639 3,181 (3,181) ―

計 50,438 6,098 6,208 62,746 (3,181) 59,565

営業利益又は 

営業損失(△) 
4,717 632 △18 5,331 (1,429) 3,902

事業区分 主要な製品

ガス ガス、ＬＮＧ 

ＬＰＧ・その他エネルギー ＬＰＧ、オンサイト・エネルギーサービス 

その他 ガス工事、ガス機器、リフォーム事業、事務機器等のリース 
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【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

当社グループは、都市ガス及びＬＰＧ普及を中心とした「総合エネルギー事業」を展開することを基

本としており、製品・サービス別のセグメントである「ガス」及び「ＬＰＧ・その他エネルギー」の２

つを報告セグメントとしております。 

各報告セグメントの主な製品・サービスは以下のとおりであります。 

「ガス」・・・ガス、ＬＮＧ 

「ＬＰＧ・その他エネルギー」・・・ＬＰＧ、オンサイト・エネルギーサービス 
  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日) 

   

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受注工事及びガス機器販売事

業、リフォーム事業、リース事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益の調整額△1,466百万円には、セグメント間取引消去136百万円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用△1,603百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）ガス

ＬＰＧ・
その他

エネルギー
計

売上高     

外部顧客への売上高 52,218 5,989 58,207 3,795 62,003 ― 62,003 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 282 195 478 1,699 2,178 △2,178 ―

計 52,501 6,185 58,686 5,494 64,181 △2,178 62,003 

セグメント利益 3,435 640 4,076 18 4,094 △1,466 2,627 
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当第２四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

    
（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受注工事及びガス機器販売事

業、リフォーム事業、リース事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又はセグメント損失の調整額△730百万円には、セグメント間取引消去67百万円及び各報

告セグメントに配分していない全社費用△798百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに

帰属しない一般管理費であります。 

３ セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）ガス

ＬＰＧ・
その他

エネルギー
計

売上高     

外部顧客への売上高 25,759 2,743 28,503 1,503 30,006 ― 30,006 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 142 91 233 892 1,125 △1,125 ―

計 25,901 2,834 28,736 2,395 31,132 △1,125 30,006 

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 70 293 363 △76 287 △730 △442
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(１株当たり情報) 

  

１  １株当たり純資産額 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額等 

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

 
(注) １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

平成23年８月４日開催の取締役会において、第164期の中間配当を行うことを決議しました。 

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

１株当たり純資産額 644円98銭 １株当たり純資産額 634円36銭

至  平成22年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日

至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日

１株当たり四半期純利益 28円76銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 16円86銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目
至  平成22年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日

至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日

四半期純利益 (百万円) 2,190 1,284 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 2,190 1,284 

普通株式の期中平均株式数 (株) 76,142,522 76,141,963 

至  平成22年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日

至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日

１株当たり四半期純利益 9円94銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 
  

 

１株当たり四半期純損失(△) △4円22銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在
株式がないため記載しておりません。 

項目
至  平成22年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日

至  平成23年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日

四半期純利益 
又は四半期純損失(△) 

(百万円) 757 △321

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益 
又は四半期純損失(△) 

(百万円) 757 △321

普通株式の期中平均株式数 (株) 76,142,393 76,141,863 

２ 【その他】

中間配当総額 342百万円 

１株当たり中間配当額 ４円50銭 

支払請求権効力発生日 
並びに支払開始日 

平成23年９月１日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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静岡瓦斯株式会社 

 
   
 

   
 

    

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている静

岡瓦斯株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、静岡瓦斯株式会社及び連結子会社の平成22

年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成22年８月６日

取締役会  御中 

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士    向      眞  生    ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士  谷  津    良  明    ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



  
 

静岡瓦斯株式会社 

 
   
 

   
 

    

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている静

岡瓦斯株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、静岡瓦斯株式会社及び連結子会社の平成23

年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成23年８月８日

取締役会  御中 

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅 野    裕 史    ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士  谷  津    良  明    ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年８月11日 

【会社名】 静岡瓦斯株式会社 

【英訳名】 SHIZUOKAGAS CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 戸野谷 宏 

【最高財務責任者の役職氏名】      ― 

【本店の所在の場所】 静岡県静岡市駿河区八幡一丁目５番38号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社取締役社長戸野谷宏は、当社の第164期第２四半期(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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